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研究テーマ（発表タイトル） 

地域活性化のためのアプローチ 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

私たちは日々の研究活動で多くの自治体がコミュニティバスを走らせていることに気付いた。そもそもコミュニティバスは地域内の交

通弱者に対して、交通の不便さを解消するツールとして多くの自治体で活用されている。現在では路線バス等の乗合バス路線廃

止が進み、コミュニティバスはそれにより増加した交通弱者の移動手段となっている。2016 年 10 月には道路運送法施行規則

等の改正により交通弱者に対するバスのあり方等が示され、さらにその存在価値が高まった。（2009 年 2 月 21 日週刊東洋

経済）しかし、私たちは地域活性化を研究していく中で、このコミュニティバスが単に交通手段としてだけでなく、地域活性化にも

活かせるのではないかと考えた。交通弱者解消のためのツールであるため、その地域内の交通の整備されていないような場所にま

で路線が設けられている。また地域の住民が多く利用する乗合バスという側面からも交通手段としてだけでなく、コミュニケーション

ツールとして新たな利用価値は生み出せるのではないかと考えた。こうしたコミュニティバスが移動手段としてだけでなく地域活性化

につなげられるのではないかという新たな利用価値の発見が私たちの研究の狙いである。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

近年高齢化も進み、車のない人や徒歩では移動する厳しい人たちが増加する中で、地域の交通インフラを支える手段として「コミ

ュニティバス」が全国約 8 割の自治体で導入されてきた。 

しかしコミュニティバスはもともと「市民の生活の足を確保する」ことを目的として作られたため、現在の運行実態としても予定通りに

運行するという交通手段のみの効果にとどまっていることがわかった。 

さらに、コミュニティバスに力入れている日進市役所の方にお聞きしたところ、「市役所としても、市民の税金を使っているものなので

交通手段以外の活用方法があれば見つけ出したい。」と答えており、行政としてもコミュニティバスのあり方を広げたいと考えている

ことがわかった。 

 



３．研究テーマの課題 

全国多くの自治体で市民の生活の足として発達してきたコミュニティバスが、交通手段の機能だけでなく地域活性化につながる

ような活用方法はないか解き明かすこと。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

予備調査として愛着の形成要因を探ることとした。 

地域住民に対し、地域に抱く愛着に関するアンケートを日進市民 100 名に実施した。その結果、愛着の構成要素として利便

性、郷土愛、居住環境、地元住民との関わりという 4 点が愛着の形成に影響を及ぼしていることが判明した。この 4 点を地域に

対する「計算的コミットメント」、「感情的コミットメント」の 2 つの側面において説明していくこととする。 

「計算的コミットメント」においては、利便性や居住環境といった地域住民が住む地域に対して感じる住みやすさの面が反映されて

いる。 

また、「感情的コミットメント」においては、地域に対する愛着であることに変わりはないが、「土地そのもの」に対する郷土愛と、「土

地に住む人」に対する住民同士のつながりの 2 点に分類することができる。 

本研究においては、2 つの側面のコミットメントを用いながら、コミュニティバスが地域の活性化を促進するものとして検証、またその

結果を基にした実証を行っていくものとする。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

以上の見解は、私たちが地域活性化を考える上でコミュニティバスの新たな活用方法を考えるにあたって得られた成果である。実

際の調査の具体的な内容は、各地域の現状や、地域活性化のために行っていることを知るために実際にヒアリングを行いに行っ

た。また、コミュニティバスの新たな活用方法を考えるために実際、アンケートを行った。 

実施調査記録 

・名古屋市港区 港まちづくり協議会ヒアリング  

・愛知県庁ヒアリング 2016 年 5 月 17 日  

・設楽町役場ヒアリング 2016 年 6 月 7 日 

・東栄町役場ヒアリング 2016 年 6 月 7 日 

・新城市役所ヒアリング 2016 年 6 月 28 日 新城市役所 企画部  

・豊根村役場ヒアリング 2016 年 6 月 28 日 

・くるりんばす意見交換会 10 月 12 日 

・日進市役所 「魅力いっぱい！くるり旅」事業打ち合わせ 2016 年 9 月 29 日、2016 年 10 月 27 日  

・日進市市民アンケート 2016 年 11 月 2 日、2016 年１1 月 8 日 

 

６．結果や今後の取り組み 

本研究において、地域住民たちの愛着には、利便性といった計算的コミットメントと、郷土愛といった感情的コミットメントが存在し、

その両面を満たすことが地域へのより強い愛着を引き出すことが判明した。また、コミュニティバスを利用した地域の名所の認知は

地域活性化の面で郷土愛の向上に貢献できる可能性を示している。 

この調査結果をもとに、私たちは実際に日進市の 7 地域でバスマップを作成し、地域の魅力の見える化を行った。 

今後の取り組みとしては、作成したバスマップをバスの沿線の建物に設置、ポスティング、にっしんわいわいフェスティバルでのブース

展示を通して見える化による効果をさらに検証していくこととする。 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1 点提出してください。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、西日本インカレ事務局への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、3 ページ以内に収めてください。事務局から審査員に渡す際は、A4 サイズでプリント

し、3 ページ目までを渡します。 

※企画内容は、未発表の（過去に他誌・HP などに発表されていない）ものに限ります。ただし、学校内での発表作品は未発表扱いとなります。 

※商品写真、人物写真、音楽などを掲載・利用する場合、必ず著作権、版権の使用許諾を得てください。日経 BP 社・日経 BP マーケティング社は一切の責任を負いません。 

※書籍や新聞等の文献から引用した場合は、出典先（使用した文献のタイトル・著者名・発行所名・発行年月など）を明記してください。統計・図表・文書等を引用した場合も

同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

※その他、注意点については「企画シート・パワーポイントの作成および提出について」をご参照ください。 


